
 

議案第１７６号 

さいたま市旅館業法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２４年１１月２８日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

さいたま市旅館業法施行条例（平成１５年さいたま市条例第３４号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （趣旨） （趣旨） 
第１条 この条例は旅館業法（昭和２３年法律第１

３８号。以下「法」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 
 

第１条 この条例は旅館業法（昭和２３年法律第１

３８号）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（定義）  （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。  
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。  
⑴～⑺ ［略］  ⑴～⑺ ［略］  
⑻ 貯湯槽 原湯を貯留する槽をいう。 
⑼ 回収槽 浴槽からあふれ出た湯水を回収する

槽をいう。 

 

  

（学校等に類する施設の指定）  

第３条 法第３条第３項第３号（法第３条の２第２

項及び第３条の３第３項において準用する場合を

含む。）の規定により定める社会教育に関する施

設その他の施設で、学校又は児童福祉施設に類す

るものは、次に掲げる施設とする。 

 

⑴ 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２

条第１項に規定する図書館 

 

⑵ 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２

条に規定する博物館及び同法第２９条に規定す

 



 

る博物館に相当する施設 

⑶ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第

２１条第１項の規定に基づき設置された公民館

 

⑷ 前３号に掲げる施設のほか、主として児童の

利用に供される施設又は多数の児童の利用に供

される施設で、市長が指定するもの 

 

  

（意見を求める者）  

第４条 法第３条第４項（法第３条の２第２項及び

第３条の３第３項において準用する場合を含む。

）の規定により前条各号に掲げる施設に関し市長

が意見を求めなければならない者は、国が設置す

る施設にあっては当該施設の長、地方公共団体が

設置する施設にあっては当該施設を所管する地方

公共団体の長又は教育委員会、国又は地方公共団

体以外の者が設置する施設にあっては当該施設の

所在地を管轄する市長とする。 

 

  

（衛生等の措置の基準）  

第５条 法第４条第２項の規定により定める換気の

措置の基準は、次に掲げるとおりとする。 

 

⑴ 法第４条第２項の規定により定める換気のた

めに設けられた窓等は、適宜開放すること。 

 

⑵ 機械換気の設備は、適宜運転を行うこと。  

２ 法第４条第２項の規定により定める採光及び照

明の措置の基準は、次の各号に掲げる施設の床面

（畳等にあっては、その面）における照度が当該

各号に定めるとおりとする。 

 

⑴ 客室、広間、ロビー、食堂及びフロント又は

玄関帳場その他これらに類する設備を有する場

所 ３０ルクス以上 

 

⑵ 浴室及び洗面所 ２０ルクス以上  

⑶ 廊下、便所、階段及び避難階段 １０ルクス

以上（深夜においては、３ルクス以上） 

 

３ 法第４条第２項の規定により定める防湿の措置

の基準は、次に掲げるとおりとする。 

 

⑴ 雨水及び汚水は、流通を常に良好にし、排水

に支障のないようにしておくこと。 

 

⑵ 客室の床が木造であるときは、床下の通風を

良好にしておくこと。 

 

４ 法第４条第２項の規定により定める清潔を保持

するための措置の基準は、次に掲げるとおりとす

る。 

 

⑴ 客室  

ア 客室は、毎日１回以上清掃し、常に清潔に

しておくこと。 

 

イ 紙くず等を入れる容器を備え、紙くず等は、

衛生的に処理すること。 

 



 

ウ 寝具類は、常に清潔にし、定員数以上の数

量を備え、敷布、浴衣及び枕のカバーは、客

１人ごとに取り換えること。 

 

⑵ 広間、ロビー、食堂、フロント、玄関帳場、

廊下、階段等は、毎日１回以上清掃し、常に清

潔にしておくこと。 

 

⑶ 入浴設備  

ア 浴室、脱衣室及び衣類の保管設備は、常に

清潔にしておくこと。 

 

イ 水道水以外の水を使用した原湯、原水、上

り用湯及び上り用水並びに浴槽水の水質は、

規則で定める基準に適合するように管理する

こと。 

 

ウ 浴槽水は、規則で定めるところにより水質

検査を行い、その記録を３年間保存すること。

 

エ 上り用湯及び上り用水には、浴用に使用し

た湯水を使用しないこと。 

 

オ 原湯を貯留する貯湯槽を設置する場合は、

次のとおりとすること。 

 

(ｱ) 貯湯槽内の原湯の温度を、通常の使用状

態において、原湯の補給口、底部等全ての

箇所において摂氏６０度以上に保ち、かつ、

最大使用時においても摂氏５５度以上に保

つこと。ただし、これにより難い場合には、

貯湯槽内の原湯の消毒を行うこと。 

 

(ｲ) 定期的に貯湯槽内の生物膜の状況を監視

し、生物膜の除去を行うために貯湯槽内の

清掃及び消毒を行うこと。 

 

カ 浴槽水は、毎日完全に換水すること。ただ

し、循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する

浴槽にあっては、毎週１回以上完全に換水す

ること。 

 

キ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次のとおりとすること。 

 

(ｱ) 循環ろ過器は、毎週１回以上、逆洗浄そ

の他の適切な方法で生物膜等の汚れを除去

するとともに適切な方法で消毒すること。

 

(ｲ) 湯水を浴槽と循環ろ過器との間で循環さ

せるための配管は、毎週１回以上消毒し、

必要に応じて付着した生物膜を適切な方法

で除去すること。 

 

(ｳ) 集毛器は、毎日１回以上清掃すること。  

(ｴ) 浴槽水は、規則で定めるところにより消

毒すること。 

 

(ｵ) 消毒装置の維持管理を適切に行うこと。  

ク 回収槽の湯水を浴用に使用しないこと。た

だし、回収槽の内部の清掃及び消毒を頻繁に

行うとともに、回収槽の水を浴槽水とは別に

 



 

適切な方法で消毒する場合は、この限りでな

い。 

ケ 打たせ湯には、循環ろ過器でろ過した湯水

を使用しないこと。 

 

コ 浴室の給湯栓又はシャワーへ送る湯の温度

を調整する調整箱を設ける場合は、当該調整

箱を定期的に清掃すること。 

 

サ タオル、くし等を入浴者に貸与する場合は

未使用のもの又は消毒したものとし、かみそ

りを入浴者に貸与する場合は未使用のものと

すること。 

 

シ 営業者は、自主管理を行うため、入浴設備

の配置図、給排水の配管図等の構造設備に係

る図面を備えるとともに、自主管理の手引書

及び点検表を作成して従業員に周知徹底させ、

営業者又は従業員のうちから日常の衛生管理

に係る責任者を選任すること。 

 

ス 浴槽水を循環させることなく入浴者ごとに

換水する客室の入浴設備については、イから

コまでの規定は適用しない。 

 

⑷ 洗面所   

ア 洗面所は、常に清潔にしておくこと。  

イ 洗面に供する水は、飲用に適する水である

こと。 

 

⑸ 便所  

ア 便所は、毎日１回以上清掃し、常に清潔に

しておくこと。 

 

イ 手洗い設備には、消毒液等を十分に供給し

ておくこと。 

 

⑹ その他  

ア 井戸及び貯水槽は、常に清潔にしておくこ

と。 

 

イ 廃棄物容器、し尿及び排水の処理設備その

他設備は、常に清潔にし、ねずみ、衛生害虫

等の発生の防止に努めること。 

 

５ 法第４条第２項の規定により定めるその他宿泊

者の衛生に必要な措置のうち客室の定員は、ホテ

ル営業、旅館営業及び下宿営業にあっては３．５

平方メートルにつき１人、簡易宿所営業にあって

は１．５平方メートルにつき１人を基準とする。

 

  

（衛生措置等の基準の特例）  

第６条 法第４条第２項の規定により定める旅館業

法施行規則（昭和２３年厚生省令第２８号）第５

条第１項各号に規定する施設の衛生等の措置の基

準については、市長が別に定める。 

 

  

（宿泊を拒むことのできる事由）  



 

第７条 法第５条第３号の規定により定める宿泊を

拒むことのできる事由は、次に掲げるとおりとす

る。 

 

⑴ 宿泊しようとする者が他の宿泊者に著しく迷

惑を及ぼすおそれがあると認められるとき。 

 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、宿泊を拒む正当な

事由があるとき。 

 

  

（構造設備の基準） （構造設備の基準） 

第８条 旅館業法施行令（昭和３２年政令第１５２

号。以下「令」という。）第１条第１項第１１号

の規定によるホテル営業の施設の構造設備の基準

は、次に掲げるとおりとする。 

第３条 旅館業法施行令（昭和３２年政令第１５２

号。以下「令」という。）第１条第１項第１１号

の規定によるホテル営業の施設の構造設備の基準

は、次に掲げるとおりとする。 

⑴～⑸ ［略］  ⑴～⑸ ［略］  
⑹ 入浴設備は次の要件を満たすものであるこ

と。 
⑹ 入浴設備は次の要件を満たすものであるこ

と。 
ア～ウ ［略］ ア～ウ ［略］ 
エ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であるこ

と。 

エ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であるこ

と。 
(ｱ)～(ｳ) ［略］ (ｱ)～(ｳ) ［略］ 
(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛沫
まつ

の吸飲等を防止するため

の措置が講じられた構造であること。 

(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛まつの吸飲等を防止するた

めの措置が講じられた構造であること。 
(ｵ) ［略］ (ｵ) ［略］ 
オ・カ ［略］ オ・カ ［略］ 
⑺・⑻ ［略］ ⑺・⑻ ［略］ 
 ⑼ くみ取式便所には、防虫設備があること。 
⑼ ［略］  ⑽ ［略］  
２ 令第１条第２項第１０号の規定による旅館営業

の施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおりと

する。 

２ 令第１条第２項第１０号の規定による旅館営業

の施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおりと

する。 
⑴～⑸ ［略］ ⑴～⑸ ［略］ 
⑹ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
⑹ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
ア・イ ［略］ ア・イ ［略］ 
ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

(ｱ)～(ｳ) ［略］ (ｱ)～(ｳ) ［略］ 
(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛沫の吸飲等を防止するため

の措置が講じられた構造であること。 

(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛まつの吸飲等を防止するた

めの措置が講じられた構造であること。 
(ｵ) ［略］ (ｵ) ［略］ 
エ・オ ［略］ エ・オ ［略］ 
⑺ ［略］ ⑺ ［略］ 
 ⑻ くみ取式便所には、防虫設備があること。 



 

⑻ ［略］ ⑼ ［略］ 
３ 令第１条第３項第７号の規定による簡易宿所営

業の施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおり

とする。 

３ 令第１条第３項第７号の規定による簡易宿所営

業の施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおり

とする。 
⑴～⑺ ［略］ ⑴～⑺ ［略］ 
⑻ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
⑻ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
ア・イ ［略］ ア・イ ［略］ 
ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

(ｱ)～(ｳ) ［略］ (ｱ)～(ｳ) ［略］ 
(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛沫の吸飲等を防止するため

の措置が講じられた構造であること。 

(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛まつの吸飲等を防止するた

めの措置が講じられた構造であること。 
(ｵ) ［略］ (ｵ) ［略］ 
エ・オ ［略］ エ・オ ［略］ 
⑼ ［略］ ⑼ ［略］ 
 ⑽ くみ取式便所には、防虫設備があること。 
⑽ ［略］ ⑾ ［略］ 
４ 令第１条第４項第５号の規定による下宿営業の

施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおりとす

る。 

４ 令第１条第４項第５号の規定による下宿営業の

施設の構造設備の基準は、次に掲げるとおりとす

る。 
⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 
⑶ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
⑶ 入浴設備を設ける場合は、次の要件を満たす

ものであること。 
ア・イ ［略］  ア・イ ［略］ 
ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

ウ 循環ろ過器を設置して浴槽水をろ過する場

合は、次の要件を満たす構造設備であること。

(ｱ)～(ｳ) ［略］ (ｱ)～(ｳ) ［略］ 
(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛沫の吸飲等を防止するため

の措置が講じられた構造であること。 

(ｴ) 循環する湯水を浴槽に供給する部分が浴

槽の底部に設けられている等の入浴者の浴

槽水の誤飲、飛まつの吸飲等を防止するた

めの措置が講じられた構造であること。 
(ｵ) ［略］ (ｵ) ［略］ 
エ・オ ［略］  エ・オ ［略］ 
⑷ ［略］ ⑷ ［略］ 
 ⑸ くみ取式便所には、防虫設備があること。 

  

（適用除外） 
第９条 前条第１項第３号及び第９号、同条第２項

第３号及び第８号並びに同条第３項第５号及び第

１０号の規定は、次に掲げる施設については適用

しない。 

（適用除外） 
第４条 前条第１項第３号及び第１０号、同条第２

項第３号及び第９号並びに同条第３項第５号及び

第１１号の規定は、次に掲げる施設については適

用しない。 
  ⑴・⑵ ［略］ 
 

  ⑴・⑵ ［略］ 

 （責任者の届出）  

第１０条 営業者は、第５条第４項第３号シの規定  



 

に基づき、入浴設備について日常の衛生管理に係

る責任者を選任し、又は変更したときは、遅滞な

く、その責任者の氏名その他規則で定める事項を

市長に届け出なければならない。 
  
第１１条 ［略］ 第５条 ［略］ 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際旅館業法施行条例（昭和３３年埼玉県条例第１４号）第１条

の２第４号の規定により埼玉県知事が告示により指定している施設は、この条例に

よる改正後のさいたま市旅館業法施行条例第３条第４号の規定により市長が指定し

ているものとみなす。 


